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はじめに

   東日本大震災では、地震・津波により多くの漁港で荷捌施設
などの機能が失われ、水産物の生産流通活動が長期にわたり
停止した。
   春野町漁協においても、今後３０年以内に約７０％の確率で
発生することが予想される南海トラフ地震で、東日本大震災と同
様の被害が予想される。
　 このことから、漁業者はもとより市場関係者の生活を守ること
や地域経済への影響を抑えることを目的に、春野町漁協の水
産業事業継続計画（以下「BCP」という）を策定した。
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１．基本方針

　１－１　基本方針
　　　春野町漁協のBCPの基本方針を以下のとおり定めた。

　（１）　地震・津波発生時には、まず第一に漁業者、漁協職員及び市場関係者等の　
　　　　人命の安全を確保する。

　（２）　地震・津波が発生しても、被害を最小限にとどめるための対策を講じる。

　（３）　被災しても、水産物の生産流通活動を早期に再開する。

　（４）　これらの目的を達成させるため、普及、啓発・訓練を定期的に行い、ＢＣＰの
　　　　 点検・改善を実施する。
　
　　※コロナ期における対応方針として、想定される感染リスクを把握し、ソーシャル　
　　　ディスタンス等の対応に配慮すること。

　１－２　地震・津波防災マニュアル等との連携
　　地震・津波発生時の避難行動については、すでに作成されている「地震・津波防
　 災マニュアル」や東洋町が策定する「地域防災計画」等により行い、水産物の生産
　 流通活動の早期再開に向けた行動については本ＢＣＰにより行うこととする。

地震の発生

避　　難

市場の再開

地震・津波防災マニュアル

東洋町地域防災計画

ＢＣＰ

対象とするエリア

消費地市場

加工場

小売店

　１－３　対象とするエリア
　　本ＢＣＰの対象とするエリアは以下のとおりとする。　　
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２．春野町漁協の体制

　　　

　２－２　点検・改善時の体制

　　　　　　　

　２－１　平常時
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　　春野町漁協のBCPを平常時に運用する体制、点検・改善する体制、及び地
震・津波発生後～事業再開までに対応する体制は以下のとおりである。　　　

役　職 氏　名 職　名 担当業務

責任者 野本　昭二 組合長
平常時の体制全般を統括（ＢＣＰの
改善・点検の統括も含む）

副責任者 森沢　忠弘 理　事
責任者を補佐し、責任者不在の場
合はその職責を代行

普及・啓発

担当者
山地　亮司 職　員

本計画の周知など防災意識の向上
に向けた取り組みを実施

訓練担当者 山地　亮司 職　員

避難訓練の実施や図上訓練など、
南海トラフ地震発生時の対応能力
を身につけるための取り組みを実
施

　平常時から漁業者、漁協職員及び市場関係者等への普及、啓発・訓練に取り

組むとともに、常に点検・改善を行うため、以下の体制で取り組むこととする。　　
　　　

役　職 氏　名 職　名 担当業務

責任者 野本　昭二 組合長 ＢＣＰの点検と改善の統括

副責任者 森沢　忠弘 理　事
責任者を補佐し、責任者不在の場
合はその職責を代行

担当者 山地　亮司 職　員
責任者の指示のもとＢＣＰの点検と
改善を実施
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２－３　地震・津波発生後～事業再開　　

　地震・津波発生時には、災害対策本部を設置し、地震・津波発生後の対応、事業
再開に向けた対応にあたるものとする。
　　これらについては、以下の体制で取り組むこととする。　　

役　職 氏　名 職　名 担当業務

災害対策本部長 野本　昭二 組合長 災害対策本部全般を統括

災害対策副本部
長

森沢　忠弘 理　事
災害対策本部長を補佐し、本部
長不在の場合はその職責を代行

外部連絡担当者

（リ－ダー）
小島　誠

理　事 漁業者や市場関係者の安否確
認などを担当

山本　須賀子 職　員

資材調達担当

（リ－ダー）
森沢　忠弘

理　事 地震発生後に事業を再開するた
めに必要となる資材等の調達に
関する業務を担当山地　亮司 職　員

施設復旧担当

（リ－ダー）
土居　勝彦

理　事
地震発生後に事業を再開するた
めに必要となる施設の復旧に関
する業務を担当

山地　亮司 職　員

資金調達担当

（リ－ダー）
野本　昭二

理　事 地震発生後に事業を再開するた
めに必要となる資金の調達に関
する業務を担当山地　亮司 職　員



３－１　BCPの対象とする事業　  
　 水産物の生産流通活動を早期に再開するためには、特定の事業（重要業務）
に注力することが必要である。
　  春野町漁協における事業は以下のとおりであり、売上や取引先、社会的な影

響などを考慮した結果、春野町漁協としては販売事業（市場での活動）を優先し
て復旧・再開していく。
　　ただし、販売事業を早期に再開するために必要となるその他の事業の業務
についても考慮しておく。（燃油、氷など）
　　

事業 名

評価要素

総合評
価売上へ

の影響

漁業者
への影
響

取引先
への影
響

社会的
な影響

購買事業 ○ ◎ △ × ○

販売事業 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

製氷・冷凍事
業

○ ○ ○ × ○

指導事業 × × × × ×

３．BCPの対象とする事業と目標再開時間

３－２　目標再開時間　  
　地震・津波により被災した場合でも、水産物の生産流通活動を早期に再開さ
せるために、以下のとおり目標再開時間と再開時に目指す事業のレベルを設
定する。

　　目標再開時間　　：　被災後１カ月

　　再開時のレベル　：　機船船びき網漁業の水揚が可能となるレベル
　　

6



４－１　事業に必要となる資源　  
販売事業に必要な主な資源を７つに分類して示す。
　※資源とは、水産物の生産流通活動再開に向け必要なもの（人、施設、機
　　　械、資材、情報通信、ライフライン、資金）のことをいう。

分
類

資源 役割 状況

人

漁業者 魚の漁獲、水揚 66人+α　

漁協職員 水揚、入札等 2人

仲買人 入札、荷捌、搬出 5人

来訪者

施
設

外郭施設 港内静穏度の向上 防波堤、護岸等

水域施設 魚の水揚 航路、泊地

係留施設 魚の水揚、出航準備、漁船の休けい 岸壁等

輸送施設 魚の輸送 臨港道路

荷捌所 魚の水揚、選別、入札、荷捌など

漁協事務所 漁協経営 鉄骨3階建

機
械

漁船 魚の漁獲、水揚 30隻　（R4.10.31現在）

ホイストクレーン 魚の水揚げ ２台

海水導入施設 洗浄水、冷海水用の海水の取水、浄化

冷凍ドロメ製造
施設

冷凍ドロメの製造、貯蔵

製氷・貯氷施設 鮮度保持のための氷の製造、貯蔵
２基
何れも製氷５ｔ/日、貯氷10ｔ

４．BCPの対象とする事業に必要となる資源
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分
類

資源 役割 状況

資
材

燃料 漁船の燃料 2tタンクローリー

漁具 魚の漁獲

小はかり 計量 ３台

入札ふだ 入札 50枚

マジック 入札

伝票 入札

氷 魚の鮮度保持 製氷施設により製造

情
報
通
信

パソコン 取引データの保存等 ２台（事務所）

プリンタ データの打ち出し ２台（事務所）

インターネット回線 情報の収集、伝達 １回線

電話回線 情報の収集、伝達 １回線

電話機 情報の収集、伝達 ２台（事務所）

ＦＡＸ 情報の収集、伝達 １台（事務所）

重要書類 水揚、精算管理 事務所３階倉庫
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分
類

資源 役割 状況

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

電気 機械類の動力源等

ガス ―

上水道 衛生関連等

資
金

漁業者操業資金 燃料、餌、漁具の購入費等

漁協運転
資金

職員給与、電気代の支払い等



５．対象とする地震・津波とそれによる被害と影響

５－１　対象とする地震・津波

　　高知県において想定される最も大きな災害である南海トラフ地震を対象と

し、本ＢＣＰでは、比較的発生頻度が高いと言われる地震（L1クラス）を想定する。
想定される地震の規模及び被害を以下に示す。

安政南海地震クラス（L1）

規模 M８．４

震　　度 ６弱

津波到達時間 １０～２０分（津波高３０cm）

浸水深 ３～５ｍ（荷捌所周辺）

この地震により考えられる主な被害を以下のとおり想定。

　　◆地震により岸壁、道路、用地などが５０ｃｍ程度沈下

　　◆岸壁は沈下とともに前面へずれ

　　◆荷捌所の天井まで浸水

　　◆市場内の資材の多くが流失

　　◆市場内の資材やその他のものが漂流物化

　　◆漁協事務所が浸水

　　◆漁協事務所が倒壊

　　◆漁港内に多くのガレキが散乱

　　◆全ライフライン断絶

高知県防災マップより

※最大クラスの地震（L2クラス；発生頻度は低いが想定しうる最大クラスの地震）
が発生した場合においても、本BCPに基づいて行動し、早期の事業再開を目指す
ものとする。　 9



５－２　地震・津波による被害と影響　  
販売事業に必要な主な資源の被害とその影響度を以下に示す。

分類 資源 想定される被害
影響度

大 中 小

人

漁業者 死亡、行方不明、負傷 ●

漁協職員 死亡、行方不明、負傷 ●

仲買人 死亡、行方不明、負傷 ●

来訪者 死亡、行方不明、負傷 ●

施設

外郭施設 倒壊、消波ブロック等の飛散 ●

水域施設 漂着物、流入土砂等による埋塞 ●

係留施設 沈下、ガレキの散乱、用地の液状化 ●

輸送施設 液状化による路面の凹凸、ガレキの散乱 ●

荷捌所 軽微な損傷、ガレキの散乱 ●

漁協事務所 水没、倒壊 ●

機械

漁船 流失、沈没、故障 ●

ホイストクレーン 故障 ●

海水導入施設 電気系統、ポンプの故障 ●

冷凍ドロメ製造施設 故障 ●

製氷・貯氷施設 倒壊、故障 ●
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分類 資源 想定される被害
影響度

大 中 小

資材

燃料 燃料タンクの流失 ●

漁具 流失 ●

小はかり 流失 ●

入札ふだ 流失 ●

マジック 流失 ●

伝票 流失 ●

氷 製氷機の故障 ●

情報

通信

パソコン 流失、故障、断絶 ●

プリンタ 流失、故障、断絶 ●

インターネット回線 断絶　　（あるか要確認） ●

電話回線 断絶 ●

電話機 流失、故障 ●

ＦＡＸ 流失、故障 ●

重要書類 流失 ●

ライフ
ライン

電気 流出、故障 ●

ガス 流出、故障 ●

上水道 故障による生産の停止 ●

資金
漁業者操業資金 漁船、漁具の被害による負担の増加 ●

漁協運転資金 事業の停止、復旧による負担の増加 ●
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　６－１　人に関する対策（事前）　  　　　

分類 資源

人

漁業者

漁協職員

仲買人

来訪者

６．早期に水産物の生産流通活動を再開させるための対策（事前対策）

　６－２　施設に関する対策（事前）　  　　　

12

分
類

資源 事前対策 実施目標

人

漁業者
・防災教育、避難訓練の実施
・安否確認のための緊急連絡体制の確立
・代替通信手段の確保

地域の避難訓練に
参加

漁協職員

仲買人

来訪者 ・ハザードマップや避難場所経路図等の掲示 検討中

分類 資源 事前対策 実施状況

施設

外郭施設 －

水域施設 －

係留施設 －

輸送施設 －

荷捌所 －

漁協事務所 ・重要なデータは３階の高所に配置 実施済み



　６－３　機械に関する対策（事前）　  　　　

分
類

資源 事前対策 実施状況

機
械

漁船 ・利用漁船全船の漁船保険への加入促進 実施済み

ホイストクレーン ・購入手配先の確保 実施済み

海水導入施設
・修理手配先の確保
・発電機及びポンプのリース手配先の確保

実施済み

冷凍ドロメ製造
施設 ・購入手配先の確保 実施済み

製氷・貯氷施設

　６－４　資材に関する対策（事前）　  　　　

分
類

資源 事前対策 実施状況

資
材

燃料
・燃料タンクの被災状況の確認体制の確立
・購入手配先の確保

実施済み

漁具 ・予備品の備蓄
・購入手配先の確保

検討中
小はかり
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　６－５　情報に関する対策（事前） 　  　　　

分類 資源 事前対策 実施状況

情報
通信

パソコン
・データ保管場所の複数化
・パソコンの購入手配先の確保

実施済み

インター
ネット回線

・事業者の緊急連絡先の確保　　　 実施済み

電話回線
・事業者の緊急連絡先の確保
・代替通信手段の確保

実施済み

電話機 ・購入手配先の確保
・代替通信手段の確保

実施済み
ＦＡＸ

重要書類
・重要書類のリストアップ
・データ保管し、保管場所の複数化

実施済み

　６－６　ライフラインに関する対策（事前） 　  　　　

分類 資源 事前対策 実施状況

ライフ
ライン

電気
・緊急時連絡先の把握 実施済み

水道

　６－７　資金に関する対策（事前） 　  　　　

分類 資源 事前対策 実施状況

資金

漁業者の操業
資金

・漁業者への普及・啓発
・被災後に必要となる対応等を事前に把握

実施済み

漁協運転資金
・各種保険等への加入
・資金調達先の確保

実施済み
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７．早期に水産物の生産流通活動を再開させるための対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地震・津波発生後～事業再開）

　７－１　人に関する対策（地震・津波発生後～事業再開）　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策 参照

人

漁業者 ・安否確認、漁船や漁具の被災状況の把握 漁業者・組合員名簿

漁協職員 ・安否確認、招集 役員・職員名簿

仲買人 ・安否確認 仲買人名簿

来訪者 ・避難場所への誘導 ―
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★連絡先リスト

区分 名称 電話番号 備考

行政

県高知土木事務所　河川保全班 088-882-8143

県中央漁業指導所 088-856-1164

高知市役所 088-822-8111

高知市役所農林水産課 088-823-9458

国土交通省　仁淀川出張所 088-894-2044

高知海上保安部　警備救難課 088-832-7111

建設
会社

大旺建設（株）建設部 088-823-3161

丸平工業（株）
Tel:088-824-4937
Fax：088-824-4932

文化ｼｬｯﾀｰｻｰﾋﾞｽ
Tel:088-831-6651
Fax：088-833-6884 ｼｬｯﾀｰ

（株）高知三協サッシ 088-894-4666 玄関ドア

（有）絋伸浄化 090-3780-2027

分類 資源 事業再開に向けた対策

施設

外郭施設

・被災状況の把握
・土木事務所等へ連絡
・応急的な資材の手配

水域施設

係留施設

輸送施設

漁協事務所
・被災状況の把握
・作業スペースの確保

荷捌所 ・被災状況の把握

　７－２　施設に関する対策（地震・津波発生後～事業再開）　  　　　



７－３　機械に関する対策（地震・津波発生後～事業再開） 　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策

機械

漁船

・被災状況の把握
・保険金の申請
・代替船の建造・調達の支援

ホイストクレーン ・岸壁のスロープ・階段で対応

海水導入施設 ・修理、購入手配

製氷・貯氷施設 ・復旧手配

17

★連絡先リスト

区分 名称 電話番号 備考

漁船

立興建設（株）高知支店
Tel:088-847-3300
Fax：088-847-2161

（株）四国索道工業
Tel:088-866-2183
Fax：088-866-4941 ウインチ・船台

四国機器（株）

高知ｻｰﾋﾞｽセンター

Tel:088-864-4911
Fax：088-864-4914 船舶整備

愛媛プラスチック造船（株）
Tel:0895-29-0221
Fax：0895-29-0223 船舶整備

マリンサービスハトリ 088-856-2101 船舶整備

ホイストクレーン

高菱電気（株） 088-883-7166 全体

豊永屋金物（株）
Tel:088-820-4800
Fax：088-820-4700 吊り篭

冷凍ドロメ製造施設

旭ブロック建設（株）
Tel:088-832-1234
Fax：088-832-1272 施設

美津和産業（株）

高知営業所

Tel:088-866-4504
Fax：088-866-4589 充填包装機

製氷・貯氷施設

不二プラント（株）
Tel:088-805-2555
Fax：088-805-2556

ホシザキ四国（株）

高知中央営業所

Tel:088-834-5011
Fax：088-834-5010



７－４　資材に関する対策（地震・津波発生後～事業再開） 　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策

資材

燃料
・タンクローリーの手配
・購入手配先の確保

漁具 ・新たな仕入れはなし、各漁業者で対応

小はかり ・予備品の使用

★連絡先リスト

名称 電話番号 備考

富士産業（株）比島給油所 088-872-5577

18



７－５　情報に関する対策（地震・津波発生後～事業再開） 　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策

情報
通信

パソコン
・バックアップデータの利用
・機器の購入手配

インターネット回
線

・回線業者への連絡        （あるか確認）
・復旧工事

電話回線
・回線業者への連絡
・復旧工事

電話機 ・購入手配

ＦＡＸ ・購入手配

重要書類 ・二次災害に備えて資料の持ち出し

★連絡先リスト

名称 電話番号 備考

NTT西日本 0800-333-5550

NTT西日本　高知支店 0120-116116

四国アイティサービス 088-878-1215

★重要書類リスト

　　総勘定元帳 　　買入日報

　　補助元帳 　　販売未払金一覧表

　　現金出納帳 　　販売未収金一覧表

　　水揚伝票 　　水揚一覧表

　　水揚日報
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７－６　ライフラインに関する対策
　　　　（地震・津波発生後～事業再開） 　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策

ライフ

ライン

電気
・四国電力へ連絡
・電気工事業者へ連絡

上水道

・高知市水道局へ連絡
・水道業者へ連絡

ガス ・ガス業者へ連絡

★連絡先リスト

区分 名称 電話番号① 備考

電気

黒潮電気（株） 847-0074 修理業者

四国電力高知支店
088-882-9211
0120-410-430

上水道

大泉工業 090-4781-3122 修理業者

高知市水道局
Tel:088-832-1132
Fax：088-831-8460

ガス 土佐ガス（株） 088-800-1212
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７－７　資金に関する対策（地震・津波発生後～事業再開） 　  　　　

分類 資源 事業再開に向けた対策

資金

漁業者の操業資金 ・資金調達に対する支援

漁協の運転資金
・復旧費用等の把握
・資金調達

★連絡先リスト

区分 名称 電話番号 備考

融資

補助金

高知県水産政策課 088-821-4828

高知県水産業振興課 088-821-4613

高知県漁港漁場課 088-821-4615

銀行

高知県信用漁業協同組合連合会 088-823-2251

高知県信用漁業協同組合連合会

須崎営業店

Tel:0889-42-5601
Fax：0889-42-5608

農林中金高松支所 087-851-4406

保険

会社

共水連高知県事務所 088-825-1863

日本漁船保険組合高知県支所 088-875-3237

その他

高知県漁業協同組合連合会
Tel:088-823-1361
Fax：088-825-3065

（有）全水共高知
Tel:088-825-1879
Fax：088-823-2597

高知県単独漁協連絡協議会
Tel:088-823-1361
Fax：088-825-3065

春野商工会
Tel:088-894-2146
Fax：088-894-2461

高知県しらすうなぎ大津流通センター
Tel:088-837-2626
Fax：088-866-1167
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８．BCPを活用するための普及、啓発・訓練

８－１　普及計画
　　

８－２　啓発・訓練計画
　　

項　目 実施時期 目的・内容　

啓　

発
毎年３月

【目　的】
・漁協職員、漁業者及び市場関係者を対象に防災意
　識の向上を図るとともに、地震・津波発生後の対応に
　ついて確認を行う
【内　容】
・日頃の心構え
・本ＢＣＰの周知
・地震・津波発生後の手順、体制の確認
・その他

訓　

練
毎年３月

【目　的】
・地震・津波発生後の対応を身につける
【内　容】
・避難訓練の実施（陸域・海域）
・本ＢＣＰの図上訓練
・その他

　 地震・津波発生時に、本BCPを参考に迅速かつ的確な行動ができるよう、以下
のとおり、普及、啓発・訓練を行うこととする。　　

項　目 実施時期 目的・内容

普
及

随時

【目　的】
・ＢＣＰの周知
・避難行動計画の周知
【内　容】
・ハザードマップ等の市場への備え付け
・避難行動ルール等の配布
・案内板等の設置

　 ※啓発・訓練については「地震・津波防災マニュアル」との調整、連携を図る
　　　こととする。また、啓発・訓練を実施した場合には、実施記録簿を作成し
　　　保管することとする。 22



９．点検・改善

９－１　点検計画
　　本BCPは、点検・改善時の体制における責任者の指示の下、 以下の項目につ
いて、年に１回以上の点検を行う。

分類 内容 チェック 備考

基本方針
基本方針に変更はないか □

対象とするエリアを見直す必要はないか □

運用体制

平常時の体制に変更はないか □

点検・改善時の体制に変更はないか □

地震・津波発生時の体制に変更はないか □

計画

事業内容に大きな変更は無いか □

目標再開時間に変更は無いか □

事業に必要となる資源に変更は無いか □

被害想定を見直す必要はないか □

業務に必要な資源や影響度に変更は無いか □

対策（事前、地震・津波発生後～事業再開）を見直す
必要は無いか

□

教育・訓練

普及活動は計画的に実施されているか □

普及計画を見直す必要は無いか □

啓発・訓練は計画的に実施されているか □

啓発・訓練計画を見直す必要は無いか □

点検・改善は確実に実施されているか □

点検・改善計画を見直す必要はないか □

地震・津波発生
後～事業再開

までの発動

対応フローを見直す必要はないか □

対応体制を見直す必要はないか □

対応方法を見直す必要はないか □

地震・津波防災
マニュアル

職員リストに変更はないか □

地震・津波発生時の情報収集方法に変更はないか □

避難場所等を見直す必要はないか □

23



９－２　改善計画
　　本BCPは、啓発・訓練の活動状況及びチェックリストによる点検結果の確認を
行い、必要に応じて改善していくものとする。
　　改訂した場合には以下にその履歴を記入することとする。

改訂履歴 内容 改訂年月日 備考

１ 新型コロナウィルス対策、体制の確認・見直し等 R4.11.16

２ 　　　　　　　　　　　　　　　　

３

４

５

６

７

８

９

1０

24



地震の
発生地

震
発
生
～

　
警
報
解
除

当
日
～
数
日

目標再開時間

数
日
～
１
ヶ
月

本復旧

被災状況の
把握

資材の調達

関係者の安否
確認

外部へ連絡

被災状況の
把握

復旧方法の
検討

費用の確認

資金の調達

避難

二次災害の防止職員の安否確認・招集 被災状況の把握

１０．地震・津波発生後～事業再開までのフロー

１０－１　地震・津波発生後～事業再開までのフロー
　　 ★地震・津波防災

　マニュアル
★高知市地域防災計画

による対応

地震・津波発生後の対応

初動対応

資材調達 資金調達外部連絡

災害対策本部の設置

施設復旧

事業再開に向けた対応

★BCP
による対応
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１０－２　地震・津波発生後の対応の具体的な項目
　　

項目 内容

職員の
安否確認・招集

※地震・津波防災マニュアル「第４章避難・安否確認」による

職員の安否確認・招集　　

災害対策本部の設置　　

項目 内容

災害対策本部
の設置

※地震・津波発生時の体制による

項目 内容 参照

漁港施設 ・漁港施設の被災状況の確認

市場内

・荷捌所の被災状況の把握
・製氷施設の被災状況の把握
・その他資材の被災状況の把握
・パソコンやシステムの被災状況の把握

漁協事務所

・漁協事務所の被災状況の把握
・備品の被災状況の把握
・ライフライン等の被災状況の把握
・パソコンやシステムの被災状況の把握

漁港周辺
・近隣集落の被災状況の把握
・集落への貢献の必要性の把握

被災状況の把握　　

項目 内容 参照資料

災害情報による対応 ※地震・津波防災マニュアル「第４章避難・安否確認」による

危険箇所の把握
・危険な箇所の確認
　（危険な箇所へは立ち入らない）
・立ち入ると危険な箇所へはバリケード等を設置

重要書類の保護 ・重要書類は安全な場所へ持ち出す

二次災害の防止　　

26



１０－３　事業再開に向けた対応の具体的な項目
　　
外部連絡担当　　

担当資源の分類 人、ライフライン

項目 内容 参照

漁協
・安否確認
・漁港施設や漁船の被災状況の確認

役員・職員名簿

漁業者
・安否確認
・漁船の被災状況の確認

漁業者・組合員名簿

仲買人 ・安否確認 仲買人名簿

安否確認資料作成 ・安否確認の状況及び結果をリスト化

資材調達担当　　

担当資源の分類 機械、資材、情報・通信

項目 内容 参照

被災状況の把握 ・資材の流出や損傷状況を把握

必要な対応の検討
・調達計画の立案
・資材の調達先へ連絡し手配

各資源の調達先リスト
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施設復旧担当　　

担当資源の分類 施設

項目 内容 参照

漁港施設
・漁港施設の被災状況の把握
・土木事務所へ応急工事等の要請

漁港区域外
・道路などの被災状況の把握
・道路管理者へ応急工事等の要請

荷捌所等 ・建屋などの被災状況の把握

復旧計画の検討
・仮設市場など復旧計画の検討
・漁港施設の応急工事の検討・要請

資金調達担当　　

担当資源の分類 資金

項目 内容 参照

運転資金 ・経営に必要な資金の把握、調達

応急対策 ・応急対策に必要な資金の把握、調達

補助金・保険の申請 ・補助金、保険の申請

その他

28



１１．今後の検討課題

　　本BCPは、以下のことについて引き続き検討し、反映させることとする。

○対象とするエリア
　　（改訂ごとに検討）

○目標再開時間の妥当性の確認・検討
　　 （改訂ごとに検討）

○地震の規模、発生時刻、時期など複数のパターンに対する対策の検討
　　 （改訂ごとに検討）

○漂流物の発生防止対策など事前対策のさらなる検討
　　 （改訂ごとに検討）
　　
○取引先との協力関係の構築
      （改訂ごとに検討）

○漁協事務所が機能を喪失した場合の代替拠点の検討
　　

○その他早期に水産物の生産流通活動を再開させるために必要なこと

29



１２．関係資料

参考資料１　 　　 春野町漁協に係る情報

参考資料２　　　  春野町漁港周辺のハザードマップ

参考資料３　　　　復旧等に係る事業制度等
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◆組合

参考資料１　　春野町漁協に係る情報

31

◆組合員数（令和４年10月31日現在）

合　　計 66人

正組合員 25人

准組合員 41人

男性 女性 合計

職員 １ １

販売 １ １

合　　計 １ １ ２

◆職員（令和４年10月31日現在）

組合名 所在地 組合長等 TEL FAX

春野町漁業協同組合
〒781-0322
高知市春野町甲殿1423番地3 野本　昭二

(088)
894-2882

(088)
821-8812



春野漁港周辺（高知県防災マップより） http://bousaimap.pref.kochi.lg.jp/ 　 　　

32

浸水深

30cm津波到達時間

春野漁港周辺の津波想定　最大クラスの地震

参考資料２　　春野町漁港周辺の防災マップ
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春野漁港周辺（高知県防災マップより） http://bousaimap.pref.kochi.lg.jp/ 　 　　

浸水深

30cm津波到達時間

春野漁港周辺の津波想定　安政南海地震クラスの地震



１．災害を受けた場合に、復旧・復興を進めるための事業・制度の事例として、東北地
　　方太平洋沖地震・津波における支援事業を以下に示す。　　　

番号 事業名

水産業復興支援（非公共）

１ 漁業・養殖業復興支援事業（用船料等の必要経費の助成等）

２ 漁船等復興対策（漁業協同組合等が行う漁船・漁具の復旧等）

３ 養殖施設災害復旧事業（激甚災害法に基づく養殖施設の復旧等）

４ 被災海域における種苗放流支援事業
（他海域からの種苗生産施設等からの種苗導入による放流尾数の確保）

５ 水産業共同利用施設復旧整備事業

（漁協等の水産業共同利用施設等整備に対する支援）

６ 水産業共同利用施設復旧支援事業

（水産業共同利用施設の早期復旧に必要な機器等の整備）

７ 加工原料等の安定確保取組支援
（遠隔地からの水産加工原料確保に係る係増経費の支援）

８ 漁場復旧対策支援事業（漁場のがれき等の撤去）

９ 水産関係無利子化等事業
（災害復旧・復興関係資金の実質無利子化、無担保・無保証人融資の推進）

１０ 漁協経営再建緊急支援事業

（漁協等が経営再建のために借り入れる資金の実質無利子化）

１１ 漁業者等緊急保証対策事業（無担保・無保証人融資を推進するための保証料助成等）

１２ 保証保険資金等緊急支援事業（代位弁済急増に対する支援）

１３ 漁業復興担い手確保対策事業（他の漁船での新たな漁法や技術の習得等に対する支
援等）

１４ 放射性物質影響調査推進事業（水産物の放射性物質検査）

１５ 海洋生態系の放射性物質挙動調査事業（放射性物質の挙動等の調査）

水産基盤整備事業【公共】（被災拠点漁港の流通・防災機能の強化と地盤沈下対策）

漁港関係等災害復旧事業【公共】（地震や津波の被害を受けた漁港、海岸の災害復旧）
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２．１以外の漁業者、水産加工業者等の支援に関連する主な事業・制度の事例を以　
　　下に示す。　　

番号 事業名

ぎょさい制度 漁獲共済、養殖共済、特定養殖共済、漁業施設共済

漁船保険 漁船が不慮の事故等によって受ける損害や、漁船の運航
に伴う不慮の費用負担等を、保険の仕組みを通じて補填

漁業関係資金無利子化事業 被災漁業者を対象として、漁業近代化資金、日本政策金
融公庫資金の貸付金利を実質無利子化する

漁協経営再建緊急支援事業 被災漁協等が経営再建のために借り入れる資金を実質無
利子化する。漁業者等緊急保証対策事業の活用により無
担保・無保証人での借り入れが可能となる。

漁業者等緊急保証対策事業 漁船建造資金や漁協の復旧資金等に対して、無担保・無
保証人融資を推進するための緊急的な保証について支援
する。漁業信用基金協会が保証する

保証保険資金等緊急支援事業 急増が見込まれる保証保険期間の代位弁済経費等を支
援する
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